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資料７

特定施設水道連結型スプリンクラー設備の取扱いについて

１ 目 的

医療施設、社会福祉施設における防火安全対策のための消防法施行令等一部改正に伴い，

スプリンクラー設置義務の要件が改正された。

そのうち、特定施設水道連結型スプリンクラー設備の一部については、水道法第３条第

９項に規定する「給水装置」に該当することから，ここに取扱いを定めるものとする。ま

た，特定施設水道連結型スプリンクラー設備の計画・調査から設置までの手続きに関して

は，（図１）を参照すること。

２ 用語の定義

(1) 特定施設水道連結型スプリンクラー設備

スプリンクラー設備のうち，その配管が水道の用に供する水管に連結されるなどの構

造をもつもので、消防法施行令１２条２項３号の２(※)に規定されているもの。

(2) 水道直結式スプリンクラー設備

特定施設水道連結型スプリンクラー設備のうち，水道法第３条第９項に規定する給

水装置に直結する範囲に設置されるもの

(3) 水道連結型水槽式スプリンクラー設備

特定施設水道連結型スプリンクラー設備のうち，受水槽又は補助水槽（以下「水槽」

という。）までの配管等が水道の用に供する水管に連結し，水槽以下にスプリンクラー

設備を設置するもの

※ 消防法施行令１２条２項３号の２の要旨

「延べ面積から防火上有効な措置が講じられた構造を有する部分を除いた面積（基準

面積）が１，０００平方メートル未満である施設は、特定施設水道連結型スプリンク

ラー設備を設置することができる。」

３ 調 査

(1) 事前調査

指定給水装置工事事業者（以下「指定給水工事業者」という。）は，設計に必要な

事項等について事前に十分調査を行うとともに，当該地区（以下「申請地」という。）

の配水管情報（管種・口径・水圧・最小動水圧等）及び設計水圧等の調査確認を行う

こと。

(2) 留意事項

ア 水道直結式スプリンクラー設備の工事又は整備は，消防法の規定により必要な事

項については消防設備士が責任を負うことから，指定給水工事業者は，消防設備士

の指導の下で工事を行い，必要に応じて所管消防署等と打合せを行うこと。
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イ 消防法に基づく水道直結式スプリンクラー設備の設置にあたり，消防設備士が水

道事業者の施設した配水管から分岐して設けられた給水管からスプリンクラーヘッ

ドまでの部分について水理計算等を行うことから，指定給水工事業者は，水道直結

式スプリンクラー設備を設置しようとしているもの（以下「申請者」という。）に対

して，申請地の最小動水圧等の配水管の状況等について，情報を提供すること。

ウ 指定給水工事業者は，申請者に対して，給水装置工事申請時に給水装置工事申請・

設計書兼受水槽以下設備工事届出書（鹿児島市給水条例施行規程（昭和５３年水道

局規程第１４号）に定める様式第１号）（以下「申請書」という。）の該当する誓

約事項を了知させた上で，申請書を管理者へ提出すること。

４ 事前協議

特定施設水道連結型スプリンクラー設備を設置する場合は，鹿児島市水道事業管理者

（以下「管理者」という。）に下記の書類を提出し，事前に協議を行うこと。また，同時

に消防設備士を通じて，消防局と別途協議を行うこと。

(1) 位置図

(2) 配管図

(3) 平面図（スプリンクラー系統の配置図）

(4) 立面図（スプリンクラー系統の立面図）

(5) 損失水頭計算書（消防設備士が計算したものを添付）

(6) スプリンクラーヘッド詳細図

(7) 申請書の写し（既存建物の場合）

(8) その他，管理者が必要とする書類

５ 条 件

(1) 水道直結式スプリンクラー設備

設計は，以下のとおりとする。ただし，水道直結式スプリンクラー設備のうち，乾

式スプリンクラー設備（作動時以外は通水されない構造の水道直結式スプリンクラー

設備），直結増圧式給水方式によるスプリンクラー設備（ただし，スプリンクラー設備

系統のみの直結増圧式給水方式は不可とする。）等で設計を行う場合は，設置可否を含

めて事前に別途協議を行うこと。

ア 水理計算は，次の条件にて行うこと。

(ｱ) 設計水圧

設計水圧は，配水管分岐上で０．１４７メガパスカル（１．５重力キログラム

毎平方センチメートル）とするが，３階直結給水の事前協議を不要とする区域は，

０．１９６メガパスカル（２．０重力キログラム毎平方センチメートル）とする

ことができる。ただし，旧５町地域（吉田地域，桜島地域，喜入地域，松元地域

及び郡山地域）及び低水圧区域については，事前に関係各課と協議を行い，設置

可否を含めて決定する。
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(ｲ) 設計水量及び設計放水圧

  水道直結式スプリンクラー設備の設計に当たっては，申請者又は利用者に周知

することをもって，他の給水用具（水栓等）を閉栓した状態での使用を想定する

こととし，設計水量及び設計放水圧について以下に示す。

ａ 水道直結式スプリンクラー設備のスプリンクラーヘッドにあっては，最大の

放水区域に設置されるスプリンクラーヘッドの個数（４以上の場合，４）のス

プリンクラーヘッドを同時に使用した場合に，それぞれの先端において，放水

圧力が０．０２メガパスカル以上，かつ，放水量が１５リットル毎分で有効に

放水することができること。

１５リットル毎分×４栓（最大作動数）＝６０リットル毎分

ｂ 壁及び天井の仕上げについて火災予防上支障があると認められる場合（所管

消防署等で確認：内装仕上げが準不燃材料以外の場合）にあっては，放水圧力

が０．０５メガパスカル以上，かつ，放水量が３０リットル毎分で有効に放水

することができること。

３０リットル毎分×４栓（最大作動数）＝１２０リットル毎分

イ 材質・構造

(ｱ) 水道直結式スプリンクラー設備の使用材料は，消防法令適合品を使用するととも

に，水道法施行令第６条，及び給水装置の構造及び材質の基準に関する省令に定め

られた給水装置の構造及び材質の基準に適合すること。

(ｲ) 停滞水及び停滞空気の発生しない構造とし，水道直結式スプリンクラー設備系

統の末端部分は日常使用する非飲用系の器具等（トイレ等）に接続すること。

(ｳ) 結露現象により，周囲（天井等）に影響を与える恐れのある場合は，防露措置

を行うこと。

(ｴ) 末端のスプリンクラーヘッドから末端器具までに露出配管がある場合，配管材

料には鋼管類を使用すること。

ウ その他

水道直結式スプリンクラー設備の維持管理上の必要事項及び連絡先を記した表示

板を見やすいところに設置すること（図２）。

(2) 水道連結型水槽式スプリンクラー設備

水道連結型水槽式スプリンクラー設備を設置する場合，水槽以下に関しては給水装置

に該当しないが，配水管分岐部から水槽に直結する部分については給水装置に該当する

ため，水槽までの設計は以下のとおりとする。

ア 設計水量

(ｱ) 補助水槽（消防用水単独水槽）を設ける場合

加圧送水装置の補助水槽と配水管から補給される水量を併せた水量が，消防法令

規則第１３条の６第１項第２号及び第４号に規定する水量１．２立方メートル（壁

及び天井（壁及び天井の仕上げについて火災予防上支障があると認められる場合に

あってはスプリンクラーヘッドの設置個数（４以上の場合，４）に０．６立方メー
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トルを乗じて得た数），並びに５(1)ア(ｱ)に定める放水量を得られるように，確保

しなければならない。

この場合において，補助水槽には，消防法令規則に規定する水量の２分の１以上

貯留することが望ましい。

(ｲ) 飲料用との兼用水槽の場合

   常時，消防用水量を確保させる構造とすること。

イ 水道直結にて補助水槽へ給水する場合，補助水槽までの停滞水による水質対策とし

て補助水槽系統の給水管分岐部直近に逆止弁を設けること。

ウ 断水時等には，水槽に水が補給されないため，直結式と同様に水道連結型水槽式ス

プリンクラー設備の維持管理上の必要事項及び連絡先を記した表示板を見やすいと

ころに設置すること（図３）。

事前調査

・配水管の情報収集（水道局にて）

本管管種・口径・本管水圧（最小動水圧）等

（必要に応じて現地調査及び管網計算を要す。）

給水方式・水理計算の素案作成

（消防設備士・指定給水工事業者）

消防局事前協議
（消防設備士⇒消防局）

水道局事前協議
（指定給水工事業者⇒水道局）

必要に応じて

相互確認

※水道直結式スプリンクラー設備の工事又は整備は、

消防法の規定により、消防設備士が責任を負うことから、

消防設備士の指導の下に指定給水工事業者が行う。

給水方式・水理計算 最終決定

着工届出書の提出

（消防設備士⇒消防局）

消防局工事審査

水道局工事申請
（指定給水工事業者⇒水道局）

着工届写し送付

工事申請書写し送付

工事着工

工事完成

施工届出書の提出
（消防設備士⇒消防局）

竣工届出書の提出
（指定給水工事業者⇒消防局）

完成検査（消防局） 完成検査（水道局）

完 成

※受水槽以降の配管は、

参考図として水道局に提出する。

図 1 スプリンクラー設備の設置フロー図
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水道直結式スプリンクラー設備の取扱いについて（重要）

この建物には、水道直結式スプリンクラー設備が設置されています。

スプリンクラー設備の使用について、その構造を把握してください。また、誤った取扱いで使用すると、スプリン

クラー設備が正常に作動せず、消火機能を失う場合がありますので、下記の事項を遵守して下さい。

１．断水時や水道本管の水圧低下時、正常な効果が得られないため、その際は必要な措置を講ずるようにして

下さい。

２．取扱い上の留意事項については、製造者の「取扱説明書」に記載してありますので必ずお読み下さい。

３．スプリンクラー設備を経由して連結している水栓からの通水 状態に留意し、異常があった場合には、水道

事業者、又は設置工事を行った者に連絡してください。

連絡先

設 置 者

鹿児島市〇〇町〇番〇号

〇〇 〇〇 電話 〇〇〇－〇〇〇〇

設 置 工 事 者

鹿児島市〇〇町〇番〇号

〇〇〇〇設備 電話 〇〇〇－〇〇〇〇

水 道 事 業 者

鹿児島市鴨池新町１番１０号

鹿児島市水道局給排水設備課 電話 ２５７－７１１１

図２ 表示板（水道直結式スプリンクラー設備）の一例

水道連結型水槽式スプリンクラー設備の取扱いについて（重要）

この建物には、水道連結型水槽式スプリンクラー設備が設 置されています。

スプリンクラー設備の使用について、その構造を把握してください。また、誤った取扱いで使用すると、スプリン

クラー設備が正常に作動せず、消火機能を失う場合がありますので、下記の事項を遵守して下さい。

１．断水時や水道本管の水圧低下時、又は水槽清掃時等、水槽への補給ができなくなり、正常な効果が得られ

ないため、その際は必要な措置を講ずるようにして下さい。

２．取扱い上の留意事項については、製造者の「取扱説明書」に記載してありますので必ずお読み下さい。

３．正常に水槽へ補給するため、水槽への吐水口の点検を定期的おこなってください。

４．水槽方式からその他の給水方式へ変更する場合は、構造（配管等を含む。）の変更が必要となるため、水

道事業者へ届け出るようにしてください。

連絡先

設 置 者

鹿児島市〇〇町〇番〇号

〇〇 〇〇 電話 〇〇〇－〇〇〇〇

設 置 工 事 者

鹿児島市〇〇町〇番〇号

〇〇〇〇設備 電話 〇〇〇－〇〇〇〇

水 道 事 業 者

鹿児島市鴨池新町１番１０号

鹿児島市水道局給排水設備課 電話 ２５７－７１１１

図３ 表示板（水道連結型水槽式スプリンクラー設備）の一例
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資料８

流量表（給水）
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資料９

計算例（給水）

（例題１） 配水管の水圧が 0.098 ㎫（1.0kgf/㎠）で，給水管管径 13 ㎜，延長 10m の管

を流れる 1 分間あたりの流量を求めよ。

（解答） 管路の有効水頭  10m

管延長      10m

動水勾配     
10
10

×1,000＝1,000‰

  管径 13 ㎜で動水勾配 1,000‰のときの流量は（図 3－16）より，

0.475 ℓ/sec ＝ 28.5 ℓ/min である。

（例題２） 給水管管径 20 ㎜，延長 10ｍ，流量 0.6ℓ/sec の場合の損失水頭はいくらか。

（解答） 図 3－12 のウエストン公式図表より 0.6ℓ/sec 線（縦軸の流量の線）を横にたど

り，口径 20 ㎜の線との交点を求め，この点より立軸に平行して動水勾配記入線

までさがれば，
1,000
240

の値を得る。

ｈ＝ℓ・Ｉ   ｈ＝10m×
1,000
240

＝2.4ｍ
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（例題３） 下図の給水装置において給水管の口径はいくらになるか。

  設計条件  配水管水圧 0.196 ㎫（2.0 kgf/㎠）

給水栓口径 13 ㎜，水道メーター 13 ㎜

各所要水量 12ℓ/min

給湯器の最低作動水圧 0.0343 ㎫（0.35kgf/㎠）

1 階で 1 世帯，2・3 階で 1 世帯とし，それぞれ同時使用は 2 とする。

（1 階）

（2 階）                   （3 階）

UP

M M

DIP100　（H = 0.70m）
PN

ボール式止水栓

単式逆止弁
水道メータ
ボール式伸縮止水栓

HIVP

HIVP

DN

HIVP

HIVP

UP DN

HIVP

逆止弁付BV
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（解答） [計画使用水量の決定]

『一般住宅（1 世帯）の場合は，同時使用 2 栓

（メーター口径 13 ㎜）とすることができる』こ

とから，1 世帯あたりの計画使用水量は，24ℓ/min
とする。

[口径の決定]

各区間の口径を右図及び下表のように仮定す

る。

[損失水頭計算]

全所要水頭は，17.624 m となる。

  圧力表示：1.7624 kgf/cm2

SI 単位系：0.1727 MPa ＜ 0.2 MPa

よって，仮定通りの口径で適当である。

Ｃ

Ｄ

Ａ
Ｂ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

＋1.0

＋0.5

＋3.0

＋3.0

＋0.7

a

b

c

流　量 直 管 長 動水勾配

Q ℓ Ｉ

(ℓ/min) 　（ｍ） (‰)

給 湯 器 13 12 3.500

逆止弁付ボールバルブ(異) 20 × 13 12 3.3 228 5.5×0.033＝ 0.753

Ａ　　～　　Ｂ 20 12 2.0 33 2.0×0.033＝ 0.065

Ｂ　　～　　Ｅ 20 24 1.5 108 1.5×0.108＝ 0.162

小 計 ① 4.481

給 水 栓 13 12 3.0 228 3.0×0.228＝ 0.685

Ｃ　　～　　Ｄ 13 12 4.0 228 4.0×0.228＝ 0.913

Ｄ　　～　　Ｅ 20 24 8.0 108 8.0×0.108＝ 0.863

小 計 ② 2.461

Ｅ　　～　　Ｆ 25 24 16.0 39 16.0×0.039＝ 0.626

Ｆ　　～　　Ｇ 25 48 3.5 131 3.5×0.131＝ 0.457

逆 止 弁 13 24 2.6 777 2.6×0.777＝ 2.021

水 道 メ ー タ ー 13 24 3.0 777 3.0×0.777＝ 2.331

ボール式伸縮止水栓(異) 25 × 13 24 0.1 777 0.2×0.777＝ 0.078

ボ ー ル 式 止 水 栓 25 48 0.3 131 0.3×0.131＝ 0.039

サ ド ル 分 水 栓 100 × 25 48 3.0 131 3.0×0.131＝ 0.392

小 計 ③ 5.943

Ａ ～ Ｇ 高 さ ④ 7.200

損 失 水 頭 合 計 17.624

Ｈ　＝　

①　＋　③　＋　④　＝　

　∴　①　＞　②

給水器具名等

 口　径

d

(㎜)

損 失 水 頭

h = ℓ × I/1000

(ｍ)

Ｆ ～ Ｇ 25 3.5 c

単式逆止弁

水道メーター

ボール式伸縮止水栓

13

13

25×13Ｅ ～ Ｆ 25 16.0

Ｂ ～ Ｅ 20 1.5

b
Ｃ ～ Ｄ 13 4.0

Ｄ ～ Ｅ 20 8.0

2.0 a 逆止弁付BV 20×13

ボール式止水栓 25

口径(㎜) 延長(m) 給　水　用　具 口径(㎜)

Ａ ～ Ｂ 20
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（例題４） 枝管口径 13 ㎜ 34 本，20 ㎜ 5 本，25 ㎜ 6 本に相当する直近上位の幹線管の

口径はいくらか。

（解答） まず，20 ㎜管及び 25 ㎜管を 13 ㎜管に換算しなおし，その数値に 13 ㎜ 34 本

を加算する。

      管径均等表（表 1）より

       20 ㎜管１本の 13 ㎜管の換算値は 2.93

       2.93×５本＝14.65

       25 ㎜管１本の 13 ㎜管の換算値は 5.12

       5.12×６本＝30.72

       14.65＋30.72＋34.00＝79.37・・・・13 ㎜相当管数

      管径均等表（表 1）より 13 ㎜＝79.37 に相当する口径の幹線管の直近上位値を

みると 75 ㎜管が 79.90 となる。

      よって，75 ㎜管１本に相当する。

表 1 管径均等表

（例題５） 3DK，20 戸マンションの受水槽及び高置水槽の有効容量はいくらか。ただ

し，１人１日当たり使用水量は 230ℓ とする。

（解答） （表 3－10）より，3DK の人員は，4 人となり，

      １日最大使用水量 Ｑ＝4 人×230ℓ×20 戸＝18,400ℓ／日＝18.4 ㎥／日

      [受水槽の有効容量]

        18.4 ㎥×
10
4

＝7.36 ㎥

      [高置水槽の有効容量]

18.4 ㎥×
10
1

＝1.84 ㎥
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資料１０

給水装置自主検査チェックリスト

装置場所
      町

丁目     番     号
給水装置番号

検 査 項 目 確 認

１ 申請者への説明

申請者に工事内容に該当する誓約事項を説明しているか。

（検査後の確認）竣工図を元に工事内容の説明を行い、竣工図を交付すること。

２ 屋外の検査

① 分岐部オフセットは正確に測定しているか。

② 水道メーターは逆付け・片寄りがなく、水平に取り付けているか。

③ 検針及び取替えに支障はないか。

④ 止水栓の操作に支障はないか。

⑤ 止水栓は逆付け及び傾きはないか。

⑥ 埋設は所定の深さを確保しているか。

⑦ 管延長は竣工図面と整合しているか。

⑧ メータボックスは傾きがなく、設置基準に適合しているか。

⑨ 室外止水栓のスピンドル位置がボックスの中心にあるか。

⑩ メーター番号と給水装置番号（部屋番号）は一致しているか。

３ 配管

① 延長及び給水用具等の位置が竣工図面と整合しているか。

② 配水管の水圧に影響を及ぼす恐れのあるポンプに直接接続していないか。

③ 配管の口径、経路及び構造等が適切か。

④ 水の汚染、管の破壊、浸食及び凍結等を防止するための適切な措置を行っているか。

⑤ 逆流防止のための給水用具の設置、吐水口空間の確保が行われているか。

⑥ クロスコネクションとなっていないか。

⑦ 適切な接合が行われているか。

⑧ 給水管が性能基準品であることを確認したか。

⑨ ポンプ直結を行っていないか。

４ 給水用具

① 給水用具が性能基準品であることを確認したか。

② 適切な接合が行われているか。

５ 性能検査

通水した後，各給水用具からそれぞれ放流し，水道メーター経由の確認及び給水用具の

吐水量、動作状態などについて確認したか。

６ 受水槽

① 容量は設計通りか。

② 水撃防止装置は基準に適合しているか。

③ 波立ち防止板は設置しているか。

④ 水槽内は清潔か。

⑤ 吐水口空間は基準に適合しているか。

⑥ 通気管は基準に適合しているか。

⑦ 防虫網は設置しているか。

⑧ 越流管及び排水管は間接排水としているか。

⑨ 定流量弁（定流量止水栓，流量調整弁），定水位弁及びボールタップは基準に適合

しているか。

⑩ 流入管と流出管は対称的な位置にあるか。

⑪ 六面点検は容易に行えるか。

⑫ 警報装置はあるか。
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検 査 項 目 確 認

⑬ 足場、安全さく及び照明はあるか。

⑭ 施錠はしているか。

⑮ 排水施設は設置しているか。

７ 耐圧試験

一定の水圧による耐圧試験で、漏水及び抜けなどのないことを確認したか。

８ 水質の確認

① 残留塩素の確認を行ったか。

② 臭いはないか。

③ 無色透明か。

④ 固形物及び沈殿物はないか。

⑤ 味はおかしくないか。

９ その他

① 届け出の竣工図と現場が一致しているか。

② 路面復旧の状態はよいか。

③ 連絡票は送付しているか。

④ 維持管理について十分説明しているか。

特記欄

本工事について上記の項目を確認しましたので報告します。
年   月   日

指定給水装置工事事業者名 指定番号 主任技術者氏名


